
【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 36,232,846,699   固定負債 6,709,528,077

    有形固定資産 33,612,833,168     地方債等 5,402,836,077

      事業用資産 16,306,408,670     長期未払金 -

        土地 3,684,614,816     退職手当引当金 1,306,692,000

        立木竹 3,449,450,600     損失補償等引当金 -

        建物 16,227,286,319     その他 -

        建物減価償却累計額 -11,233,102,144   流動負債 770,517,643

        工作物 9,117,294,454     １年内償還予定地方債等 675,963,728

        工作物減価償却累計額 -4,939,135,375     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 199,500

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 85,201,346

        航空機 -     預り金 9,153,069

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 7,480,045,720

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 37,147,185,954

      インフラ資産 16,904,974,741   余剰分（不足分） -7,162,795,263

        土地 124,637,811   他団体出資等分 -

        建物 977,431,459

        建物減価償却累計額 -549,164,493

        工作物 39,240,281,325

        工作物減価償却累計額 -22,908,519,681

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 20,308,320

      物品 1,553,634,814

      物品減価償却累計額 -1,152,185,057

    無形固定資産 67,392,838

      ソフトウェア 67,392,838

      その他 -

    投資その他の資産 2,552,620,693

      投資及び出資金 26,663,954

        有価証券 -

        出資金 26,663,954

        その他 -

      長期延滞債権 37,947,309

      長期貸付金 2,538,000

      基金 2,491,818,848

        減債基金 81,355,934

        その他 2,410,462,914

      その他 -

      徴収不能引当金 -6,347,418

  流動資産 1,231,589,712

    現金預金 303,132,858

    未収金 14,600,657

    短期貸付金 -

    基金 914,339,255

      財政調整基金 914,339,255

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -483,058

  繰延資産 - 純資産合計 29,984,390,691

資産合計 37,464,436,411 負債及び純資産合計 37,464,436,411

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

  経常費用 8,258,649,612

    業務費用 5,376,652,437

      人件費 1,453,250,708

        職員給与費 998,597,443

        賞与等引当金繰入額 85,201,346

        退職手当引当金繰入額 121,043,877

        その他 248,408,042

      物件費等 3,821,898,332

        物件費 1,793,441,693

        維持補修費 105,950,059

        減価償却費 1,922,506,580

        その他 -

      その他の業務費用 101,503,397

        支払利息 39,332,351

        徴収不能引当金繰入額 6,830,476

        その他 55,340,570

    移転費用 2,881,997,175

      補助金等 906,341,560

      社会保障給付 1,967,851,775

      その他 7,803,840

  経常収益 468,580,733

    使用料及び手数料 188,283,523

    その他 280,297,210

純経常行政コスト 7,790,068,879

  臨時損失 22,726,439

    災害復旧事業費 15,036,435

    資産除売却損 7,690,004

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 411,993

    資産売却益 411,993

    その他 -

純行政コスト 7,812,383,325



【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 30,673,560,609 37,903,119,675 -7,229,559,066 -

  純行政コスト（△） -7,812,383,325 -7,812,383,325 -

  財源 6,546,099,992 6,546,099,992 -

    税収等 4,795,430,582 4,795,430,582 -

    国県等補助金 1,750,669,410 1,750,669,410 -

  本年度差額 -1,266,283,333 -1,266,283,333 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,333,047,136 1,333,047,136

    有形固定資産等の増加 832,228,251 -832,228,251

    有形固定資産等の減少 -1,930,284,566 1,930,284,566

    貸付金・基金等の増加 134,147,033 -134,147,033

    貸付金・基金等の減少 -369,137,854 369,137,854

  資産評価差額 -212,658 -212,658

  無償所管換等 577,326,073 577,326,073

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -689,169,918 -755,933,721 66,763,803 -

本年度末純資産残高 29,984,390,691 37,147,185,954 -7,162,795,263 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 6,289,855,702

    業務費用支出 3,322,240,650

      人件費支出 1,329,931,269

      物件費等支出 1,899,391,752

      支払利息支出 39,332,351

      その他の支出 53,585,278

    移転費用支出 2,967,615,052

      補助金等支出 991,959,437

      社会保障給付支出 1,967,851,775

      その他の支出 7,803,840

  業務収入 6,845,172,736

    税収等収入 4,794,345,231

    国県等補助金収入 1,584,333,314

    使用料及び手数料収入 189,103,293

    その他の収入 277,390,898

  臨時支出 15,036,435

    災害復旧事業費支出 15,036,435

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 540,280,599

【投資活動収支】

  投資活動支出 934,775,393

    公共施設等整備費支出 832,228,251

    基金積立金支出 102,307,142

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 240,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 502,755,098

    国県等補助金収入 166,336,096

    基金取崩収入 335,649,027

    貸付金元金回収収入 270,000

    資産売却収入 499,975

    その他の収入 -

投資活動収支 -432,020,295

【財務活動収支】

  財務活動支出 727,348,852

    地方債等償還支出 727,348,852

    その他の支出 -

  財務活動収入 582,794,000

    地方債等発行収入 582,794,000

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 -

本年度歳計外現金増減額 9,153,069

本年度末歳計外現金残高 9,153,069

本年度末現金預金残高 303,132,858

財務活動収支 -144,554,852

本年度資金収支額 -36,294,548

前年度末資金残高 330,274,337

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 293,979,789



１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。　

②無形固定資産・・・原則として取得原価
ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金
ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当事項なし

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物　　 ５年～50年
工作物　 ５年～75年
物品　　 ２年～15年

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
（ソフトウェアについては、法定耐用年数（５年）に基づく定額法によっています。）

③リース資産
ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除く）
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金
期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額
を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計上しています。

③損失補償等引当金
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた
将来負担額を計上しています。

④賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する
部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、３か月以内に満期が到来する流動性の

高い投資を言います。ただし、一般会計等においては、河津本町資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等としています。）
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(９)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については、当該連結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っていますが、決算日と

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差異が３か月を超える連結対象団
体（会計）については、仮決算を行っています。

２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
該当事項なし

４．偶発債務
該当事項なし

注　記



５．追加情報
(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合
地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―
地方公営企業会計 全部連結 ―
地方公営企業会計 全部連結 ―
地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―
連結の方法は次のとおりです。
①地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

(２)出納整理期間
地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の係数

をもって会計年度末の係数としています。
なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合

は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

(３)売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
ア．範囲

普通財産（土地）の内、町有地有効活用検討委員会で売却可能の判断がされた土地を計上。
イ．内訳

事業用資産 23,716,000円 （21,760,447円）
土地 23,716,000円 （21,760,447円）

平成30年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。
売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によっています。
上記の（21,760,447円）は貸借対照表における簿価を記載しています。

温泉事業特別会計
いやしの里診療所事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

団体（会計）名
国民健康保険特別会計

介護保険特別会計
簡易水道特別会計


